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はじめに

地球温暖化対策にあたって
～激甚化する自然災害などへの対応～

　地球温暖化への対応は、日本だけでなく、国・地域を超えて取り組むべきもので

あることが2015年に採択されたパリ協定でも確認されています。この世界的命題

である温室効果ガス排出量の削減に向け、静岡市は、令和2年12月に「2050年温

室効果ガス排出実質ゼロ」を目指すことを表明し、脱炭素社会の実現を目指して

様々な取組を進めていくこととしました。本計画では、2050年の脱炭素社会の実

現に向け、その足元の2030年までの温室効果ガスの削減目標を定め、脱炭素化に

向けた施策を展開していきます。

　脱炭素社会の実現にあたっては、行政の取組のみならず、市民・事業者の皆さん

が現在の危機的な状況を自らの問題と認識し、ライフスタイルやビジネススタイル

を転換していく必要があります。静岡市は、気候変動の影響や地球温暖化がもたら

す深刻な状況を市民・事業者の皆さんと共有し、連携・協力しながら取組を進めて

いきます。

　令和4年9月に発生した台風15号は、23日の夜から24日の明け方

にかけて静岡市内で1時間に最大107ミリ、24時間で400ミリに達す

る大雨を降らせ、観測史上最大の雨量となりました。この大雨は、市内

約6，000世帯での床上・床下浸水や清水区全域での断水のほか、山

間部での土砂崩れなど、市民の皆さんの生活に甚大な被害をもたら

しました。このように、昨今では、強力な台風や記録的短時間集中豪雨

などによる被害が全国で多発しており、これらの自然災害への対応

は、喫緊の課題となっています。

　これらの自然災害の激甚化は地球温暖化が要因の1つとされてお

り、その地球温暖化は、感染症リスクの拡大や生物多様性の損失など、

様々な分野で大きな影響を及ぼすと言われています。安全・安心な市

民生活の確保や、事業者の経済活動の維持・向上のためには、災害へ

の対応策をハード・ソフトの両面で進めていくことと並行し、地球温暖

化の進行を食い止めるための温室効果ガス排出量の削減を、より一層

進めていく必要があります。
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　「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）」は、気候の変化に関して科学的、社会経済的な観点から総合

的な評価を行い、5～6年ごとに評価報告書を公表しています。この報告書は、「気候変動に関する国際連合

枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）」をはじめとする、地球温暖化に対する国際的な取組に科学的な根拠を与える重要な

資料となっています。

　ＣＯＰ21（2015年）で採択されたパリ協定（工業化以前に比べ2.0℃の気温上昇に抑えること。1.5℃ま

でに抑える努力を継続すること。）を受け、ＩＰＣＣに設置された3つの作業部会では、2021年8月から報告

書を順次公表しており、各作業部会の報告書の主な内容は以下のとおりです。

IPCC第６次評価報告書について

各作業部会の主な報告内容

主な結論作業部会

第1作業部会

自然科学根拠

第2作業部会

影響・適応・脆弱性

第3作業部会

気候変動の緩和

●人間活動が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地はない
●世界平均気温（2011～2020年）は、工業化前と比べて約1.09℃上昇
●今世紀末（2081～2100年）の世界平均気温の変化予測は、工業化前と比

べて＋1.0～5.7℃
●今世紀末（2081～2100年）の年平均降水量は、1995～2014年と比べ

て、最大で13％増加
●2100年までの世界平均海面水位は、1995～2014年と比べて、0.28～
1.01ｍ上昇

●気候変動は、自然や人間、生態系に対して広範囲にわたる悪影響と、それに

関する損失、損害を引き起こしている
●約33～36億人が気候変動に対して脆弱な状況下で生活している

●気候変動は、短期（2021～2040）のうちに1.5℃に達しつつあり、後戻りで

きない複数の危機を引き起こし、生態系及び人間に対してリスクをもたらす

●気候リスクの低減には、適応対策の実施が重要となっている

●気候変動の対策を行うことで、ＳＤＧｓ達成に向けた中で便益をもたらすもの

もある

●人為的な温室効果ガス排出量は、2010～2019年の間、増加し続けた
●2010～2019の年間平均排出量は、過去のどの10年間よりも高かった
●2030年半減するための対策オプションは存在する。全ての部門、地域にお

いて早期的に野心的な緩和策を実施しないと1.5℃を達成することはでき
ない

●世界全体の温室効果ガス排出量のピークを2025年以前に持ってくる必要

があり、2030年までに2019年比で43％の削減が必要である

●緩和策を遅らせることは、後に大規模で急速な緩和策の展開が必要となり、

より大きな障壁に直面する。緩和策を早期に展開することは、障壁の低減に

繋がり、1.5℃経路の可能性を高めることになる
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　現在、地球の平均気温は14℃前後ですが、

もし大気中に二酸化炭素などの温室効果ガス

がなければ、マイナス19℃程度になると言わ

れています。適温に保たれているのは、温室効

果ガスに地表から放射される熱を吸収する働

きがあるためです。

　しかし近年、石油や石炭などの化石燃料を

使用することなどにより、温室効果ガスが大量

に排出され、これにより熱の吸収が増えた結

果、地球の平均気温が上昇し始めています。こ

れが「地球温暖化」です。

第1節 地球温暖化の現状と国内外の動向

1-1　地球温暖化とは?

イラスト出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

　近年、世界各地で大型台風、短時間集中豪

雨、干ばつや熱波などの異常気象により、災害

の激甚化が顕著になっています。

　また、地球温暖化が進行すると、これらの異

常気象による災害の頻発化をはじめ、海面上

昇に伴う砂浜などの消失、熱中症患者の増加

や病気を媒介する蚊などの生息域拡大に伴う

感染症リスクの増加など、人間社会に大きな

影響を及ぼします。

　さらに、人間社会のみならず、海や陸の生物

の生息が脅かされるなど、生物多様性の損失

も懸念されます。

　将来の世代にわたり安心・安全に暮らせる

持続可能な社会をつくる上でも、地球温暖化

対策は世界共通の喫緊の課題となっています。

1-2　地球温暖化によって引き起こされる影響

地球温暖化のメカニズムについて

様々な分野で影響を及ぼします

イラスト出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

出典）IPCC第5次評価報告書 WGII

地球温暖化は
どんなしくみで起こるの？

地球温暖化は
どんなしくみで起こるの？
約200年前の地球 現在の地球

熱の放出 熱の放出太陽からの光 太陽からの光

大気
（温室効果ガス）

熱

熱を吸収 熱をもっと吸収

二酸化炭素の濃度は、
2013年には400ppmを
超えてしまいました。

産業革命の始まった頃
の二酸化炭素の濃度は、
約280ppmでした。

将来の
主要なリスク
とは？

複数の分野地域におよぶ
主要リスク

熱中症
死亡、健康被害

食糧不足
食糧安全保障

水不足
飲料水、灌漑用水の不足

陸上生態系
損失

陸域及び内水の
生態系損失

海洋生態系
損失

漁業への打撃

洪水
豪雨
大都市

海面上昇
高潮

沿岸、島しょ

インフラ
機能停止

電気供給、医療などの
サービス
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2-2　世界全体の排出量、世界全体の気温上昇

●世界から排出された2019年の温室効果ガスの量は59Ｇｔ-CO２（※）でした。

●増加するスピードは鈍化しているものの、排出量は年々増加傾向にあります。

●世界の年平均気温は、上昇傾向にあります。

世界における温暖化の現状

気温上昇を1.5℃未満にしていくためには、
世界各国がより一層地球温暖化対策に取り組んでいく必要があります。

世界全体で「温暖化」が進んでいます。
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【世界における年平均気温の変化（1891～2021年）】

【世界から排出される温室効果ガスの量の変化】
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出典：IPCC第6次評価報告書 WG3 Figure SPM.1
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第2節 世界の温暖化の現状について

2-1　世界の動向

「気候変動に関する国際連合枠組み条約（UNFCCC）」採択
●大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とした条約

地球サミット（リオ会議）開催1992

「京都議定書」採択
●先進国の温室効果ガス削減目標を明確に規定した議定書

●先進国全体で、第一約束期間（2008～2012年）中に、少なくとも1990年から温室効果

ガス5％の削減を目指す

COP3開催1997

●日本は、第二約束期間への不参加を表明

●すべての国が参加する新たなルールづくりを進めていくことに合意（ダーバン合意）

COP17開催2011

●京都議定書第二約束期間設定のための議定書（改正案）採択（ドーハ合意）

COP18開催2012

「パリ協定」採択
●すべての国を含む新たなルールの採択

●また、同年には、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を包含する「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」を採択（国連総会）

COP21開催2015

●197の国と地域が「産業革命以前からの気温上昇を1.5℃以内に抑えることを目指して、

努力を追求することを決意」することで合意（グラスゴー気候合意）

COP26開催2021

●「損失と損害（ロス＆ダメージ）」基金の設立が決定。1.5℃目標に足りない事態の改善に

向けた「緩和作業計画」を策定

COP27開催2022

ＩＰＣＣ1.5℃特別報告書公表2016

●先進国と途上国の双方が、自主的に温室効果ガスの削減目標を登録する仕組みに合意

（カンクン合意）

COP16開催2010

すべての国を含む新たなルール（パリ協定）の開始2020
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2-2　世界全体の排出量、世界全体の気温上昇

●世界から排出された2019年の温室効果ガスの量は59Ｇｔ-CO２（※）でした。

●増加するスピードは鈍化しているものの、排出量は年々増加傾向にあります。

●世界の年平均気温は、上昇傾向にあります。

世界における温暖化の現状

気温上昇を1.5℃未満にしていくためには、
世界各国がより一層地球温暖化対策に取り組んでいく必要があります。

世界全体で「温暖化」が進んでいます。
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【世界における年平均気温の変化（1891～2021年）】

【世界から排出される温室効果ガスの量の変化】
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第2節 世界の温暖化の現状について

2-1　世界の動向

「気候変動に関する国際連合枠組み条約（UNFCCC）」採択
●大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とした条約

地球サミット（リオ会議）開催1992

「京都議定書」採択
●先進国の温室効果ガス削減目標を明確に規定した議定書

●先進国全体で、第一約束期間（2008～2012年）中に、少なくとも1990年から温室効果

ガス5％の削減を目指す

COP3開催1997

●日本は、第二約束期間への不参加を表明

●すべての国が参加する新たなルールづくりを進めていくことに合意（ダーバン合意）

COP17開催2011

●京都議定書第二約束期間設定のための議定書（改正案）採択（ドーハ合意）

COP18開催2012

「パリ協定」採択
●すべての国を含む新たなルールの採択

●また、同年には、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を包含する「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」を採択（国連総会）

COP21開催2015

●197の国と地域が「産業革命以前からの気温上昇を1.5℃以内に抑えることを目指して、

努力を追求することを決意」することで合意（グラスゴー気候合意）

COP26開催2021

●「損失と損害（ロス＆ダメージ）」基金の設立が決定。1.5℃目標に足りない事態の改善に

向けた「緩和作業計画」を策定

COP27開催2022

ＩＰＣＣ1.5℃特別報告書公表2016

●先進国と途上国の双方が、自主的に温室効果ガスの削減目標を登録する仕組みに合意

（カンクン合意）

COP16開催2010

すべての国を含む新たなルール（パリ協定）の開始2020
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3-2　日本全体の排出量、日本全体の気温上昇

日本における温暖化の現状

温室効果ガス排出量の削減は進んでいますが、
カーボンニュートラルを実現するためにはより一層の努力が必要です。

日本でも「温暖化」が進んでいます。

●全国から排出された2020年度の温室効果ガスの量は11億5千万ｔ-CO２でした。

●2013年度の排出量と比較すると18.4％削減されています。

●一方で、近年の日本の年平均気温は上昇傾向にあります。
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【全国から排出される温室効果ガスの量の変化】
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第3節 日本の温暖化の現状について

3-1　日本の動向

「気候変動に関する国際連合枠組み条約（UNFCCC）」採択1992

●日本は、第一約束期間（2008～2012年）中に、1990年から温室効果ガス排出量を6％

削減すると約束

「京都議定書」採択1997

●京都議定書で定めた温室効果ガス排出量６％削減の達成に向け、日本の対策・施策を定

めた計画を策定

「京都議定書目標達成計画」を策定2005

●5か年平均で1990年度比8.4％削減　⇒　「京都議定書」の目標達成

「京都議定書第一約束期間」のスタート2008

●2020年度までに温室効果ガス排出量を1990年度比で25％削減すると約束

自主的な取組のための新たな目標を約束2010

●新たに2020年度までに温室効果ガス排出量を2005年度比で3.8％削減すると約束

「カンクン合意」の実施2013

●2030年度までに温室効果ガス排出量を2013年度比で26％削減すると約束

2030年度までの目標を約束2015

●すべての国を含む新たなルール（パリ協定）の開始

●菅内閣総理大臣（当時）が「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言

パリ協定の開始・2050年温室効果ガス排出実質ゼロを宣言2020

●2030年度までに温室効果ガス排出量を2013年度比で46％削減すると約束

●さらに50％以上の高みに向け挑戦を続けることを約束

新たな2030年度までの目標を約束2021

●脱炭素先行地域の選定が開始され、4月には第1回の選考で26団体が選定された。

脱炭素先行地域の選定を開始2022

●温室効果ガス排出量を削減するため、国、地方自治体、企業などの責任と取組を定めた法

律を制定

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の制定1998

※新たな目標達成に向け「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2020年）、「地球温暖化対策の推

進に関する法律」の改正（2021年）や、「地域脱炭素ロードマップ」（2021年）の策定、「地球温暖化対策計画」（2021

年）、「エネルギー基本計画」（2021年）の改定なども行われました。
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3-2　日本全体の排出量、日本全体の気温上昇

日本における温暖化の現状

温室効果ガス排出量の削減は進んでいますが、
カーボンニュートラルを実現するためにはより一層の努力が必要です。

日本でも「温暖化」が進んでいます。

●全国から排出された2020年度の温室効果ガスの量は11億5千万ｔ-CO２でした。

●2013年度の排出量と比較すると18.4％削減されています。

●一方で、近年の日本の年平均気温は上昇傾向にあります。
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削減すると約束
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●京都議定書で定めた温室効果ガス排出量６％削減の達成に向け、日本の対策・施策を定

めた計画を策定
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「京都議定書第一約束期間」のスタート2008

●2020年度までに温室効果ガス排出量を1990年度比で25％削減すると約束

自主的な取組のための新たな目標を約束2010

●新たに2020年度までに温室効果ガス排出量を2005年度比で3.8％削減すると約束

「カンクン合意」の実施2013

●2030年度までに温室効果ガス排出量を2013年度比で26％削減すると約束

2030年度までの目標を約束2015

●すべての国を含む新たなルール（パリ協定）の開始

●菅内閣総理大臣（当時）が「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言

パリ協定の開始・2050年温室効果ガス排出実質ゼロを宣言2020

●2030年度までに温室効果ガス排出量を2013年度比で46％削減すると約束

●さらに50％以上の高みに向け挑戦を続けることを約束

新たな2030年度までの目標を約束2021

●脱炭素先行地域の選定が開始され、4月には第1回の選考で26団体が選定された。

脱炭素先行地域の選定を開始2022

●温室効果ガス排出量を削減するため、国、地方自治体、企業などの責任と取組を定めた法

律を制定

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の制定1998

※新たな目標達成に向け「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2020年）、「地球温暖化対策の推

進に関する法律」の改正（2021年）や、「地域脱炭素ロードマップ」（2021年）の策定、「地球温暖化対策計画」（2021

年）、「エネルギー基本計画」（2021年）の改定なども行われました。
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4-2　静岡市の気温

静岡市における気温の変化

また、世界や日本のトレンドよりも気温上昇が顕著であり、
より一層緩和策とともに適応策にも取り組んでいく必要があります。

静岡市においても「温暖化」の傾向が見られます。

静岡市における気温変化の近年の傾向として

●世界や日本のトレンド（℃/100年）よりも気温上昇が顕著になっています。

●真夏日は増加傾向にあり、冬日は減少傾向にあります。
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【静岡市の年平均気温の変化】

【静岡市の真夏日】

出典：静岡地方気象台「静岡県の気候変動」

出典：静岡地方気象台ＨＰ
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第4節 静岡市の温暖化の現状について

4-1　静岡市の動向

●2005年度から2009年度を計画期間とし、2009年度までに温室効果ガス排出量を

2003年度比で約10％削減していくことを目標設定（後に計画期間を1年延長）

静岡市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）をスタート2005

●区域施策編では、2011年度から2015年度を計画期間とし、2015年度までに温室効果

ガス排出量を1990年度比で38％削減することを目標設定

●事務事業編では、2011年度から2015年度を計画期間とし、2015年度までに温室効果

ガス排出量を2009年度比で５％削減することを目標設定

第１次静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事
業編）をスタート

2011

市長が市議会定例会において
「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言

2020

●区域施策編では、2016年度から2022年度を計画期間とし、2022年度までに温室効果

ガス排出量を2013年度比で10％削減することを目標設定

●事務事業編では、2016年度から2022年度を計画期間とし、2022年度までに温室効果

ガス排出量を2014年度比で9％以上削減することを目標設定

●適応策編では、2016年度から2022年度を計画期間とし、2022年度までに気候変動に

対応するための体制を整備していくことを目標設定

第２次静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事
業編・適応策編）をスタート

2016

●本市の地域特性を踏まえ、水素エネルギーを利活用したまちづくり「静岡型水素タウン」

の実現に向けた取組をスタート

静岡市水素エネルギー利活用促進ビジョンのスタート2018

ＳＤＧｓ未来都市の選定

●国は、第一弾の「脱炭素先行地域」として全国26件を選定。本市は、静岡県内で唯一選定

された

脱炭素先行地域の選定2022

●2008年度から2010年度を計画期間とし、2011年度までに温室効果ガス排出量を

1990年度比で約37％以上削減することを目標設定

静岡市地球温暖化対策地域推進計画をスタート2008
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4-2　静岡市の気温

静岡市における気温の変化

また、世界や日本のトレンドよりも気温上昇が顕著であり、
より一層緩和策とともに適応策にも取り組んでいく必要があります。

静岡市においても「温暖化」の傾向が見られます。

静岡市における気温変化の近年の傾向として

●世界や日本のトレンド（℃/100年）よりも気温上昇が顕著になっています。

●真夏日は増加傾向にあり、冬日は減少傾向にあります。
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●2005年度から2009年度を計画期間とし、2009年度までに温室効果ガス排出量を

2003年度比で約10％削減していくことを目標設定（後に計画期間を1年延長）

静岡市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）をスタート2005
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ガス排出量を1990年度比で38％削減することを目標設定

●事務事業編では、2011年度から2015年度を計画期間とし、2015年度までに温室効果

ガス排出量を2009年度比で５％削減することを目標設定

第１次静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事
業編）をスタート

2011

市長が市議会定例会において
「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言

2020

●区域施策編では、2016年度から2022年度を計画期間とし、2022年度までに温室効果

ガス排出量を2013年度比で10％削減することを目標設定

●事務事業編では、2016年度から2022年度を計画期間とし、2022年度までに温室効果

ガス排出量を2014年度比で9％以上削減することを目標設定

●適応策編では、2016年度から2022年度を計画期間とし、2022年度までに気候変動に

対応するための体制を整備していくことを目標設定

第２次静岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事
業編・適応策編）をスタート

2016

●本市の地域特性を踏まえ、水素エネルギーを利活用したまちづくり「静岡型水素タウン」

の実現に向けた取組をスタート

静岡市水素エネルギー利活用促進ビジョンのスタート2018

ＳＤＧｓ未来都市の選定

●国は、第一弾の「脱炭素先行地域」として全国26件を選定。本市は、静岡県内で唯一選定

された

脱炭素先行地域の選定2022

●2008年度から2010年度を計画期間とし、2011年度までに温室効果ガス排出量を

1990年度比で約37％以上削減することを目標設定

静岡市地球温暖化対策地域推進計画をスタート2008
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4-4　静岡市の二酸化炭素排出量

静岡市の二酸化炭素排出量

市民一人ひとりの取組はもちろんのこと、
各部門においてもより一層地球温暖化対策に

取り組んでいく必要があります。

●市域から排出された2020年度の二酸化炭素の量は417.2万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると18.3％削減しています。
●全体の排出量は着実に減少しています。部門別の排出量を見ると、産業部門が一番大き

く、次いで民生業務部門、運輸部門、民生家庭部門と続いています。

【二酸化炭素の部門別排出量】

2020年度
二酸化炭素排出量
417.2

（万ｔ - ＣＯ２）

廃棄物部門

2.5％
民生家庭部門

17.5％
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32.6％
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20.5％
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26.9％

静岡市作成

【市域から排出される二酸化炭素の量の変化】
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4-3　静岡市の温室効果ガス排出量

●市域から排出された2020年度の温室効果ガスの量は468.6万ｔ-ＣＯ２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると14.6％削減しています。
●市域から排出される温室効果ガスの約9割は二酸化炭素です。
●1990年度と比較すると、二酸化炭素以外の温室効果ガスは大きく削減されたため、二

酸化炭素の占める割合が高くなっています。

静岡市の温室効果ガス排出量

順調に排出量は減少しているものの、
2050年温室効果ガス排出実質ゼロを実現するためには、
より一層地球温暖化対策を進めていく必要があります。

【市域から排出される温室効果ガスの量の内訳（2020年度）】

二酸化炭素以外の温室効果ガス 二酸化炭素

【市域から排出される温室効果ガスの量の変化】
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11.0％

11.0％二酸化炭素

89.0％
静岡市作成

SF6 0.3％
PFC 1.0％

HFC 8.8％

N2O 0.6％
CH4 0.3％

2020年度
温室効果ガス排出量

468.6
（万ｔ - ＣＯ２）

2020年度
温室効果ガス排出量

468.6
（万ｔ - ＣＯ２）

そ
の
他
温
室
効
果
ガ
ス
の
内
訳

※フロン生産廃止により大きく削減
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2　民生家庭部門の燃料種別排出量

●民生家庭部門における2020年度の二酸化炭素の量は69.7万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると18.6％削減しています。
●これは、ＬＥＤや省エネ機器などの普及に加え、電力の排出原単位が低くなり電力消費に

伴う排出量が削減されたことによるものと推測されます。

●また、二酸化炭素排出量の削減は、木造専用住宅数の増加に加え、二重サッシなどを

備え、断熱性能に優れた省エネ住宅の普及による影響も考えられます。

民生家庭部門の燃料種別排出量

【民生家庭部門の燃料種別排出構造】 【静岡市の木造専用住宅数の推移】

2020年度
二酸化炭素排出量

69.7
（万ｔ - ＣＯ２）

灯油

9.4％
LPG

4.7％

都市ガス

13.5％

電力

72.4％
静岡市作成 出典：静岡市統計書
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（棟）
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170，000

【民生家庭部門の燃料種別排出量】
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77.1
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静岡市作成

1　産業部門の燃料種別排出量

●産業部門における2020年度の二酸化炭素の量は136.7万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると9.2％削減しています。
●近年、燃料油・その他の化石燃料の消費量が減少し、都市ガス・ＬＮＧなど二酸化炭素排

出原単位が少ない燃料への転換が進んでいます。

●1990年度と比較し電力が大幅に減少しているのは、ＬＥＤや省エネ機器などの普及に

加え、電力の排出原単位が低くなり、電力消費に伴う排出量が削減されたことによるも

のと推測されます。

●近年、製造品出荷額は増加しているものの、二酸化炭素排出量は減少傾向にあるため、

製造品出荷額あたりの排出原単位は低くなっています。

産業部門の燃料種別排出量

【産業部門の燃料種別排出構造】 【静岡市の製造品出荷額】

【産業部門の燃料種別排出量】

2020年度
二酸化炭素排出量
136.7

（万ｔ - ＣＯ２）

都市ガス・LNG

5.8％
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燃料油・その他

54.0％

電力

38.9％

静岡市作成

燃料油・その他

電力

都市ガス・LNG

LPG

静岡市作成1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020（年度）

（万t-CO2）250

200

150

100

50

0

222.4

150.6 145.5 146.6
136.7 137.8 137.2

131.5 136.7

出典：静岡県工業統計調査
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2　民生家庭部門の燃料種別排出量

●民生家庭部門における2020年度の二酸化炭素の量は69.7万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると18.6％削減しています。
●これは、ＬＥＤや省エネ機器などの普及に加え、電力の排出原単位が低くなり電力消費に

伴う排出量が削減されたことによるものと推測されます。

●また、二酸化炭素排出量の削減は、木造専用住宅数の増加に加え、二重サッシなどを

備え、断熱性能に優れた省エネ住宅の普及による影響も考えられます。

民生家庭部門の燃料種別排出量

【民生家庭部門の燃料種別排出構造】 【静岡市の木造専用住宅数の推移】
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出原単位が少ない燃料への転換が進んでいます。

●1990年度と比較し電力が大幅に減少しているのは、ＬＥＤや省エネ機器などの普及に

加え、電力の排出原単位が低くなり、電力消費に伴う排出量が削減されたことによるも

のと推測されます。

●近年、製造品出荷額は増加しているものの、二酸化炭素排出量は減少傾向にあるため、

製造品出荷額あたりの排出原単位は低くなっています。
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4　運輸部門（自動車）の排出量

●運輸部門における2020年度の二酸化炭素の量は101.7万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると18.1％削減しています。
●自動車保有台数は年々増加しているものの、次世代自動車や低燃費車などの普及や道

路改良により、自動車から排出される温室効果ガスは減少しています。

運輸部門（自動車）の用途別排出量

【運輸部門（自動車）の用途別排出構造】

2020年度
二酸化炭素排出量
101.7

（万ｔ - ＣＯ２）

自家用・貨物

17.6％
営業・旅客

2.2％

自家用・旅客

57.9％

営業・貨物

22.2％

静岡市作成

【運輸部門（自動車）の用途別排出量】

自家用・旅客

営業・貨物

自家用・貨物

営業・旅客

1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020（年度）

112.4
124.2 118.8 117.5 116.8 116.7 116.4 114.2

101.7

静岡市作成

140（万t-CO2）140
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0

【静岡市の自動車保有状況】

乗用車 貨物車 乗合車 特殊用途車

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
（年度）

（台数）
600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

499,673

502,539

504,054

505,279

508,703

510,984

512,939

514,235

出典：静岡市統計書

3　民生業務部門の燃料種別排出量

●民生業務部門における2020年度の二酸化炭素の量は83.4万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると34.3％削減しています。
●これは、ＬＥＤや省エネ機器などの普及に加え、電力の排出原単位が低くなり電力消費に

伴う排出量が削減されたことによるものと推測されます。

●近年、業務延床面積は横ばいで推移しているものの、民生業務部門の排出量は大きく削

減されています。

民生業務部門の燃料種別排出量

【民生業務部門の燃料種別排出構造】

2020年度
二酸化炭素排出量

83.4
（万ｔ - ＣＯ２）
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LPG

1.9％

その他

12.9％

電力

68.2％

静岡市作成

灯油

5.7％

【民生業務部門の燃料種別排出量】
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静岡市作成

【静岡市の業務延床面積の推移】

木造-旅館・料亭・ホテル

木造-劇場・病院

非木造-病院・ホテル

木造-事務所・銀行・店舗

非木造-事務所・店舗・百貨店・銀行

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020（年度）

（千㎡）
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6,063 6,223 6,253 6,260 6,245 6,247 6,266 6,257

出典：静岡市税務統計
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4　運輸部門（自動車）の排出量

●運輸部門における2020年度の二酸化炭素の量は101.7万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると18.1％削減しています。
●自動車保有台数は年々増加しているものの、次世代自動車や低燃費車などの普及や道

路改良により、自動車から排出される温室効果ガスは減少しています。

運輸部門（自動車）の用途別排出量

【運輸部門（自動車）の用途別排出構造】
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自家用・旅客

営業・貨物

自家用・貨物

営業・旅客

1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020（年度）

112.4
124.2 118.8 117.5 116.8 116.7 116.4 114.2

101.7

静岡市作成

140（万t-CO2）140

120

100

80
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20

0

【静岡市の自動車保有状況】

乗用車 貨物車 乗合車 特殊用途車

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
（年度）

（台数）
600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

499,673

502,539

504,054

505,279

508,703

510,984

512,939

514,235

出典：静岡市統計書

3　民生業務部門の燃料種別排出量

●民生業務部門における2020年度の二酸化炭素の量は83.4万ｔ-CO２でした。
●基準年の2013年度と2020年度の排出量を比較すると34.3％削減しています。
●これは、ＬＥＤや省エネ機器などの普及に加え、電力の排出原単位が低くなり電力消費に
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民生業務部門の燃料種別排出量

【民生業務部門の燃料種別排出構造】

2020年度
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83.4
（万ｔ - ＣＯ２）

都市ガス

11.2％

LPG

1.9％

その他

12.9％

電力

68.2％

静岡市作成

灯油
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【民生業務部門の燃料種別排出量】
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灯油

LPG

1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020（年度）

（万t-CO2）140

120

100
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60

40

20

0
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126.9
122.8

116.4
110.3 108.4

100.9
93.0

83.4

静岡市作成

【静岡市の業務延床面積の推移】

木造-旅館・料亭・ホテル

木造-劇場・病院

非木造-病院・ホテル

木造-事務所・銀行・店舗

非木造-事務所・店舗・百貨店・銀行

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020（年度）

（千㎡）
7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

6,063 6,223 6,253 6,260 6,245 6,247 6,266 6,257

出典：静岡市税務統計
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4-6　静岡市の事務事業から排出される温室効果ガス

●2021年度の温室効果ガスの量は217,756ｔ-CO２でした。
●第２次計画の基準年である2014年度と2021年度の排出量を比較すると、17.9％削
減しています。

●2021年度は、前年比7.9％削減となっていますが、これは新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた経済活動の停滞により、廃棄物処理量が減少したことによるものと考

えられます。

静岡市の事務事業から排出される温室効果ガス

【各施設から排出される温室効果ガスの内訳】 【排出される温室効果ガスの内訳】

2021年度
温室効果ガス排出量
217,756

（ｔ - ＣＯ２）

二酸化炭素
200,310

t-CO2

N2O
13,960
t-CO2

CH4

3,467
t-CO2

HFC
19
t-CO2

静岡市作成

【市の事務事業から排出される温室効果ガスの量の変化】

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（年度）

265,219

260,426

264,829

242,043 243,524

255,000

236,421

217,756

静岡市作成

（t-CO2）270,000

260,000

250,000

240,000

230,000

220,000

210,000

0

2021年度
温室効果ガス排出量
217,756

（ｔ - ＣＯ２）

静岡市作成

事務系施設
40,172
t-CO2

公用車
1,722
t-CO2

事業系施設（その他施設）
19,075t-CO2

事業系施設
（下水道施設）
29,733
t-CO2

事業系施設
（廃棄物施設）
127,013

t-CO2

4-5　静岡市の再生可能エネルギーの導入状況

●市域内に導入された再エネの容量は、約255ＭＷとなります。
●これらの設備の発電量は、2021年度に市内で消費された約4,100ＧＷｈの電力量の
うち、約17%を占めていることとなります。
●また、市内の再エネ導入ポテンシャルは、年間の市内電力消費量を上回るため、その全

てを地産地消できる可能性も秘めています。

静岡市の再生可能エネルギーの導入状況

容量（kW） 発電量（GWｈ）種　別

太陽光

風力

中小水力

バイオマス

185,876

8

46,256

22,620

資源エネルギー庁「市町村別認定・導入量」やヒアリング等により静岡市が推計

675GWh

容量（MW）

市内分は非公表 ー

6.7

導入率（％）発電量（GWｈ）区　分

太陽光

風力

中小水力

2,136

653

148

48

3,026

918

292

282

0.0

2.6

建築系

土地系

陸上

洋上（着床）

洋上（浮体）

中小河川

環境省作成「REPOS（再生可能エネルギー情報提供システム）」より静岡市作成

2020年度末における市内再生可能エネルギー導入量

市内の再生可能エネルギー導入ポテンシャル量

1716



4-6　静岡市の事務事業から排出される温室効果ガス

●2021年度の温室効果ガスの量は217,756ｔ-CO２でした。
●第２次計画の基準年である2014年度と2021年度の排出量を比較すると、17.9％削
減しています。

●2021年度は、前年比7.9％削減となっていますが、これは新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた経済活動の停滞により、廃棄物処理量が減少したことによるものと考

えられます。

静岡市の事務事業から排出される温室効果ガス

【各施設から排出される温室効果ガスの内訳】 【排出される温室効果ガスの内訳】

2021年度
温室効果ガス排出量
217,756

（ｔ - ＣＯ２）

二酸化炭素
200,310

t-CO2

N2O
13,960
t-CO2

CH4

3,467
t-CO2

HFC
19
t-CO2

静岡市作成

【市の事務事業から排出される温室効果ガスの量の変化】

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（年度）

265,219

260,426

264,829

242,043 243,524

255,000

236,421

217,756

静岡市作成

（t-CO2）270,000

260,000

250,000

240,000

230,000

220,000

210,000

0

2021年度
温室効果ガス排出量
217,756

（ｔ - ＣＯ２）

静岡市作成

事務系施設
40,172
t-CO2

公用車
1,722
t-CO2

事業系施設（その他施設）
19,075t-CO2

事業系施設
（下水道施設）
29,733
t-CO2

事業系施設
（廃棄物施設）
127,013

t-CO2

4-5　静岡市の再生可能エネルギーの導入状況

●市域内に導入された再エネの容量は、約255ＭＷとなります。
●これらの設備の発電量は、2021年度に市内で消費された約4,100ＧＷｈの電力量の
うち、約17%を占めていることとなります。
●また、市内の再エネ導入ポテンシャルは、年間の市内電力消費量を上回るため、その全

てを地産地消できる可能性も秘めています。

静岡市の再生可能エネルギーの導入状況

容量（kW） 発電量（GWｈ）種　別

太陽光

風力

中小水力

バイオマス

185,876

8

46,256

22,620

資源エネルギー庁「市町村別認定・導入量」やヒアリング等により静岡市が推計

675GWh

容量（MW）

市内分は非公表 ー

6.7

導入率（％）発電量（GWｈ）区　分

太陽光

風力

中小水力

2,136

653

148

48

3,026

918

292

282

0.0

2.6

建築系

土地系

陸上

洋上（着床）

洋上（浮体）

中小河川

環境省作成「REPOS（再生可能エネルギー情報提供システム）」より静岡市作成

2020年度末における市内再生可能エネルギー導入量

市内の再生可能エネルギー導入ポテンシャル量

1716



第5節 第２次静岡市地球温暖化対策実行計画の評価

5-1　区域施策編

●市域から排出された2020年度の温室効果ガスの量は、基準年度の2013年度と比較

すると14.6％削減されており、目標（10％削減）を大きく上回る削減となっています。

●第２次静岡市地球温暖化対策実行計画で定めた各基本目標の指標の達成状況は、

81.8％となっており順調に取組が進められてきました。

●地球温暖化対策の取組が進む一方で、二酸化炭素やメタン、一酸化二窒素は順調に削減

が進んでいるものの、近年、代替フロン類が増加傾向にあります。

全体評価

基本目標で定めた指標の進捗について

注）達成状況：◎達成 〇概ね達成（目標に対し進捗が７割以上で傾向が継続している） ×未達成

指　標

①省エネルギーに取り組む市民の割合

②自転車走行空間整備延長

③一人１日当たりのごみ総排出量

④再生可能エネルギーの導入割合
　 （2013年度電力使用量比）

⑤地域おこしを軸とした導入の推進

⑥分散型エネルギーを確保した住宅の割合

⑦水素ステーションの建設

⑧次世代自動車（EV、PHV、FCV）普及台数

⑨気候変動に対応するための体制整備

⑩森林整備面積

⑪市民一人当たりの都市公園面積

基本目標1 「省エネルギーの推進」

基本目標2 「地域の特色を活かした再生可能エネルギーの普及促進」

基本目標3 「災害に強く環境に優しいエネルギーの分散化」

基本目標4 「気候変動に適応した対策の推進」

基準値（2014） 現状（2021） 最終目標（2022） 達成状況

57.8％（2018）

115.5km

974g/人日

65.2％

253.4km

872g/人日

62.4％

259.7km

856g/人日

◎

〇

×

18.3％（2018）

0箇所

805台

50.9％（参考値）

１箇所

2,054台

20.0％

１箇所

2,130台

◎

◎

〇

－

26,430ha

6.09㎡/人

30,796ha

7.0㎡/人

全庁及び市民に対する
熱中症アラート周知 整備

31,593ha

8.0㎡/人

〇

〇

×

21.5％

－

24.2％

3箇所以上

24.4％

3箇所

〇

◎

●各施設を基準年度と比較すると、2021年度の温室効果ガスは、次のとおり減少してい

ます。

各施設から排出される温室効果ガスの量の変化

施設名

事務系施設

公用車

廃棄物施設

下水道施設

その他施設

19.7％減

12.4％減

31.1％減

23.2％減

17.7％減

事業系施設

増　減

【施設別温室効果ガス排出量の推移】

2014 2021（年度）

（t-CO2）52，000

50，000

48，000

46，000

44，000

42，000

40，000

38，000

36，000

50，022

40，172

事務系施設 事業系施設（廃棄物施設）

静岡市作成

2014 2021（年度）

（t-CO2）50，000

45，000

40，000

35，000

30，000

25，000

20，000

15，000

10，000

5，000

0

43，231

29，773

事業系施設（下水道施設）

静岡市作成

2014 2021（年度）

（t-CO2）30，000

25，000

20，000

15，000

10，000

5，000

0

24，852

19，075

事業系施設（その他施設）

静岡市作成

2014 2021（年度）

（t-CO2）2，500

2，000

1，500

1，000

500

0

2，093

1，722

公用車

静岡市作成

2014 2021（年度）

（t-CO2）150，000

145，000

140，000

135，000

130，000

125，000

120，000

115，000

145，021

127，013

静岡市作成
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5-3　適応策編

●適応策の推進にあたり各分野で進めている施策を適応の観点から横断的に取りまとめ、

具体的行動計画「静岡市気候変動適応策アクションプラン」を作成（2019年度）しました。

●同アクションプランでは、特に重点的に取り組む分野で指標を定めており、その達成状

況は55.6％となりました。

●特に、市民の気候変動への「適応策」の認知度が低いことから、行動を起こすきっかけに

もなり得る適応策をより多くの市民の方に知っていただく必要があります。

全体評価

アクションプランで定めた指標の進捗について

注）達成状況：◎達成 〇概ね達成（目標に対し進捗が７割以上で傾向が継続している） ×未達成

指　標

①市民の気候変動への「適応策」認知度

④避難確保計画の作成率

⑤静岡市浸水対策推進プラン
　浸水対策地区の完了地区数

⑥ＢＣＰ策定に関する普及啓発の実施件数

⑦マツ枯れ本数

分野：全体

分野：自然生態系

分野：自然災害・沿岸域

分野：産業・経済活動

基準値 現状（2021） 最終目標（2022） 達成状況

31％（2017） 25.3％（参考値） 40％ ×

77％（2018）

23地区（2018）

100％

27地区

100％

28地区

◎

〇

0件/年（2018）

0.65本/ha（2018）

7件/年

0.39本/ha

3件以上/年

1本/ha
以下の継続

◎

◎

28,684ha（2018）

73.6％（2019）

30,796ha

73.2％

31,593ha

84％

〇

×

②森林整備面積

③里山保全団体の活動の継続

分野：市民生活

6.51㎡/人（2018）

2.932km（2018）

7.0㎡/人

3.653km

8.0㎡/人

10.354km

×

×

⑧都市計画区域内における都市公園の
　都市計画区域内人口１人当たりの面積

⑨植樹桝等を伴う道路整備延長距離

5-2　事務事業編

●市の事務事業から排出された2021年度の温室効果ガスの量は、基準年度の2014年

度と比較すると17.9％削減しており、目標（9％以上削減）を大きく上回る削減となって

います。

●環境マネジメントシステムの着実な推進に加え、特に削減に大きく貢献した事業として、

「静岡市エネルギーの地産地消事業」と「下水汚泥燃料化」が挙げられます。

●各施設における排出量の削減は着実に進んでいるものの、排出割合が最も大きい廃棄

物施設については、排出量の削減目標を達成することができなかったため、市民や事業

者の皆さんとさらなるごみ減量につながる取組を行っていく必要があります。

全体評価

　市内企業との連携のもと、市清掃工場で発電した

余剰電力や市民ファンドにより設置した太陽光発電

の再エネ電力を市が自ら消費するとともに、災害時

の避難所として指定した市内の小中学校のうち80

校に蓄電池を導入して、地域のレジリエンス向上を

図っています。また、2019年秋からは、市民参加型の

取組として、ＦＩＴ買取期間満了を迎えた市民保有の太

陽光発電設備の余剰電力を買い取って市有施設に供

給することで、市民の参加意識の向上を図りながら、

さらなる地産地消を推進しています。

　この取組が評価され、令和２年度新エネ大賞「新エ

ネルギー財団会長賞」を受賞しました。

　静岡市中島浄化センターにおいて下水汚泥を下水

汚泥燃料化施設にて炭化処理し、下水汚泥炭化燃料

（炭化物）を製造後、溶融資源化施設の補助燃料、電気

炉製鋼所での加炭材などとして全量使用するもので

す。当該施設はＤＢＯ方式で整備し、2016年度から稼働

開始しました。汚泥燃料化施設導入前の2013年度の

温室効果ガス排出量は約17,700t-CO2であったのに

対し、導入後の2020年度の排出量は約9,600t-CO2

となり、約8,100t-CO2/年の削減効果がありました。

スキーム図：鈴与商事㈱作成
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参考／2017年度 中部電力調整後排出係数 0.480kg-CO2/kWh
　　　2021年度 鈴与商事調整後排出係数 0.295kg-CO2/kWh
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5-3　適応策編

●適応策の推進にあたり各分野で進めている施策を適応の観点から横断的に取りまとめ、

具体的行動計画「静岡市気候変動適応策アクションプラン」を作成（2019年度）しました。

●同アクションプランでは、特に重点的に取り組む分野で指標を定めており、その達成状

況は55.6％となりました。

●特に、市民の気候変動への「適応策」の認知度が低いことから、行動を起こすきっかけに

もなり得る適応策をより多くの市民の方に知っていただく必要があります。

全体評価
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注）達成状況：◎達成 〇概ね達成（目標に対し進捗が７割以上で傾向が継続している） ×未達成

指　標
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④避難確保計画の作成率

⑤静岡市浸水対策推進プラン
　浸水対策地区の完了地区数

⑥ＢＣＰ策定に関する普及啓発の実施件数

⑦マツ枯れ本数

分野：全体

分野：自然生態系

分野：自然災害・沿岸域

分野：産業・経済活動

基準値 現状（2021） 最終目標（2022） 達成状況

31％（2017） 25.3％（参考値） 40％ ×

77％（2018）

23地区（2018）

100％

27地区

100％

28地区

◎

〇

0件/年（2018）

0.65本/ha（2018）

7件/年

0.39本/ha

3件以上/年

1本/ha
以下の継続

◎

◎

28,684ha（2018）

73.6％（2019）

30,796ha

73.2％

31,593ha

84％

〇

×

②森林整備面積

③里山保全団体の活動の継続

分野：市民生活

6.51㎡/人（2018）

2.932km（2018）

7.0㎡/人

3.653km

8.0㎡/人

10.354km

×

×

⑧都市計画区域内における都市公園の
　都市計画区域内人口１人当たりの面積

⑨植樹桝等を伴う道路整備延長距離

5-2　事務事業編

●市の事務事業から排出された2021年度の温室効果ガスの量は、基準年度の2014年

度と比較すると17.9％削減しており、目標（9％以上削減）を大きく上回る削減となって

います。

●環境マネジメントシステムの着実な推進に加え、特に削減に大きく貢献した事業として、

「静岡市エネルギーの地産地消事業」と「下水汚泥燃料化」が挙げられます。

●各施設における排出量の削減は着実に進んでいるものの、排出割合が最も大きい廃棄

物施設については、排出量の削減目標を達成することができなかったため、市民や事業

者の皆さんとさらなるごみ減量につながる取組を行っていく必要があります。

全体評価

　市内企業との連携のもと、市清掃工場で発電した

余剰電力や市民ファンドにより設置した太陽光発電

の再エネ電力を市が自ら消費するとともに、災害時

の避難所として指定した市内の小中学校のうち80

校に蓄電池を導入して、地域のレジリエンス向上を

図っています。また、2019年秋からは、市民参加型の

取組として、ＦＩＴ買取期間満了を迎えた市民保有の太

陽光発電設備の余剰電力を買い取って市有施設に供

給することで、市民の参加意識の向上を図りながら、

さらなる地産地消を推進しています。

　この取組が評価され、令和２年度新エネ大賞「新エ

ネルギー財団会長賞」を受賞しました。

　静岡市中島浄化センターにおいて下水汚泥を下水

汚泥燃料化施設にて炭化処理し、下水汚泥炭化燃料

（炭化物）を製造後、溶融資源化施設の補助燃料、電気

炉製鋼所での加炭材などとして全量使用するもので

す。当該施設はＤＢＯ方式で整備し、2016年度から稼働

開始しました。汚泥燃料化施設導入前の2013年度の

温室効果ガス排出量は約17,700t-CO2であったのに

対し、導入後の2020年度の排出量は約9,600t-CO2

となり、約8,100t-CO2/年の削減効果がありました。

スキーム図：鈴与商事㈱作成
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【今後静岡市が重点的に取り組むべき対策】

省エネルギー推進などの地球温暖化対策
気候変動への対応策の推進

再生可能エネルギーの導入促進
安倍川、興津川などの河川・清流の保全

安定した水資源の確保
ごみの発生抑制、再利用、再資源化の推進

公害対策
多面的な機能をもつ森林の整備

公共交通機関利用促進など自動車に頼らないまちづくり
環境教育の推進

南アルプス地域の豊かな自然環境の保全
廃棄物の適正処理の推進
水素を活用したまちづくり

シカ、イノシシなどの野生鳥獣被害対策
ヒアリなどの外来生物対策

大規模開発事業に対する環境影響評価の着実な実施
環境ビジネスの振興
希少動植物の保護

特にない・わからない
その他

33.7
31.8

21.9

21.3
21.2

19.3
17.0
16.5

15.9

6.7
8.0

11.0

11.3
11.6

6.2

6.2

5.4
5.6

2.2

0.4

回答率（％）
0 10 20 30 40

【地球温暖化対策に関する市民の取組状況】
いつも取り組んでいる

取り組んでいない

7～8割は取り組んでいる

該当しない

5割程度取り組んでいる

無回答

2～3割は取り組んでいる

不在時には、照明やテレビなどは消す

マイバッグを使用し、レジ袋の削減に努める

トイレを使わないときは蓋を閉める

冷蔵庫は壁から適切な間隔をあけて設置する

冷蔵庫の温度設定は「中」以下に設定する

洗濯はまとめて洗う

エコドライブを心がけ、急発進、急加速をしない

シャワーを使用時はお湯を出しっぱなしにしない

車のアイドリングをなるべくしない

カーテンやブラインドを活用し冷暖房効果を高める

省エネ型蛍光灯やLED照明を使用する

冷蔵庫に物を詰めすぎないようにする

冷暖房器具は適切な温度設定をする

電気製品を使わないときは、主電源を切る・コンセントを抜く

なるべくバスなどの公共交通機関を利用する

環境に配慮した商品・製品を購入する

生ごみをたい肥化して花壇や畑などで活用する

81.3 2.92.9
0.6

0.4
13.513.5

回答率（％）
0 20 40 8060 100

73.1 2.22.214.814.8 6.76.7

62.7
1.3

12.712.7 8.48.4 4.54.5 7.5

60.6 16.216.2 10.210.2 4.44.4 5.3

51.9 22.922.9 13.613.6 3.03.0 4.6

51.3 24.524.5 13.713.7 3.73.7 3.0

45.9 24.224.2 9.49.4 1.61.61.6

44.9 24.424.4 14.814.8 6.56.5 5.9

43.7 22.622.6 2.42.4 2.710.710.7

42.8 28.228.2 15.915.9 6.76.7 3.6

41.1 25.825.8 16.416.4 8.58.5 4.7

36.0 31.431.4 20.320.3 6.26.2 3.2

27.9 25.625.6 12.012.021.321.3 9.0

22.2 19.519.5 14.323.623.6 15.715.7

14.2 8.28.2 14.214.2 14.814.8 35.5

13.913.97.0 30.130.1 22.522.5 19.5

7.17.14.04.06.4 7.17.1 55.1

5-4　市民意識調査・事業者意識調査の分析

●市民意識調査では、気候変動に対する関心の高さが読み取れ、省エネ機器や再エネ設備

の導入、省エネへの取組を進めることで、温室効果ガス排出量をさらに削減できる余地が

あることも分かりました。

●事業者意識調査では、環境を重視している一方で、自社のエネルギー使用量・CO２排出量

を把握していない事業者も多く見られました。

●脱炭素化の動きがビジネスチャンスに繋がると考える事業者が4割を超えていました。

市民意識調査・事業者意識調査の分析

　環境に対する意識やこれまでの取組の評価、今後の意向などを把握するため、2021年度に「静岡市環境

基本計画　市民意識調査」を実施しました。市民3,000人を対象にアンケートを配布し、1,349人から回

答を得ました（回答率45％）。

市民意識調査

気候変動に伴う渇水や豪雨などによる被害の発生
温室効果ガスによる地球温暖化の進行
安倍川、興津川などの河川・清流の保全

沿岸の海洋ごみ問題
森林の荒廃、耕作放棄地、放任竹林の増加

光化学オキシダントやPM2.5による大気汚染
再生可能エネルギーが占める電力の供給割合

南アルプス地域の豊かな自然環境の保全
大規模開発などによる自然環境への影響

野生動植物の生息・生育場所の縮小や種類、数の減少
生活排水や工場排水による水質汚濁
ヒアリなどの外来生物による被害

シカ、イノシシなどの野生鳥獣による被害
自然とのふれあい機会の減少

特にない
その他

【関心がある環境問題】

70.3
61.5

46.2

45.2
35.1

32.1
26.2
25.6

25.2

17.4
20.9

21.3

23.6
24.2

1.3

2.9

回答率（％）
0 20 40 60 80

すでに導入済み

導入の予定はない
今後（5年以内）導入予定
無回答

時期は未定だが導入を希望

太陽光発電施設

太陽熱利用設備

家庭用燃料電池（エネファーム）

蓄電池

住宅の断熱改修（新築・改築する場合）

住宅のZEH化（新築・改築する場合）

家電製品のトップランナー機器

環境配慮自動車の購入

【地球温暖化対策に関連する機器などの導入状況】

11.7 14.214.2
1.11.1

67.567.5 5.45.4

5.5 12.512.5
0.50.5

76.776.7 4.74.7

2.9 15.815.8
0.80.8

74.574.5 6.06.0

3.6 25.525.52.42.4 61.861.8 6.76.7

14.6 23.123.12.42.4 52.952.9 7.07.0

4.2 19.719.7
1.51.5

66.166.1 8.58.5

4.4 32.232.25.05.0 50.550.5 7.97.9

19.9 31.231.25.95.9 37.737.7 5.35.3

回答率（％）
0 20 40 8060 100
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【今後静岡市が重点的に取り組むべき対策】

省エネルギー推進などの地球温暖化対策
気候変動への対応策の推進

再生可能エネルギーの導入促進
安倍川、興津川などの河川・清流の保全

安定した水資源の確保
ごみの発生抑制、再利用、再資源化の推進

公害対策
多面的な機能をもつ森林の整備

公共交通機関利用促進など自動車に頼らないまちづくり
環境教育の推進

南アルプス地域の豊かな自然環境の保全
廃棄物の適正処理の推進
水素を活用したまちづくり

シカ、イノシシなどの野生鳥獣被害対策
ヒアリなどの外来生物対策

大規模開発事業に対する環境影響評価の着実な実施
環境ビジネスの振興
希少動植物の保護

特にない・わからない
その他

33.7
31.8

21.9

21.3
21.2

19.3
17.0
16.5

15.9

6.7
8.0

11.0

11.3
11.6

6.2

6.2

5.4
5.6

2.2

0.4

回答率（％）
0 10 20 30 40

【地球温暖化対策に関する市民の取組状況】
いつも取り組んでいる

取り組んでいない

7～8割は取り組んでいる

該当しない

5割程度取り組んでいる

無回答

2～3割は取り組んでいる

不在時には、照明やテレビなどは消す

マイバッグを使用し、レジ袋の削減に努める

トイレを使わないときは蓋を閉める

冷蔵庫は壁から適切な間隔をあけて設置する

冷蔵庫の温度設定は「中」以下に設定する

洗濯はまとめて洗う

エコドライブを心がけ、急発進、急加速をしない

シャワーを使用時はお湯を出しっぱなしにしない

車のアイドリングをなるべくしない

カーテンやブラインドを活用し冷暖房効果を高める

省エネ型蛍光灯やLED照明を使用する

冷蔵庫に物を詰めすぎないようにする

冷暖房器具は適切な温度設定をする

電気製品を使わないときは、主電源を切る・コンセントを抜く

なるべくバスなどの公共交通機関を利用する

環境に配慮した商品・製品を購入する

生ごみをたい肥化して花壇や畑などで活用する
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0.6

0.4
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41.1 25.825.8 16.416.4 8.58.5 4.7

36.0 31.431.4 20.320.3 6.26.2 3.2

27.9 25.625.6 12.012.021.321.3 9.0

22.2 19.519.5 14.323.623.6 15.715.7

14.2 8.28.2 14.214.2 14.814.8 35.5
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5-4　市民意識調査・事業者意識調査の分析

●市民意識調査では、気候変動に対する関心の高さが読み取れ、省エネ機器や再エネ設備

の導入、省エネへの取組を進めることで、温室効果ガス排出量をさらに削減できる余地が

あることも分かりました。

●事業者意識調査では、環境を重視している一方で、自社のエネルギー使用量・CO２排出量

を把握していない事業者も多く見られました。

●脱炭素化の動きがビジネスチャンスに繋がると考える事業者が4割を超えていました。

市民意識調査・事業者意識調査の分析

　環境に対する意識やこれまでの取組の評価、今後の意向などを把握するため、2021年度に「静岡市環境

基本計画　市民意識調査」を実施しました。市民3,000人を対象にアンケートを配布し、1,349人から回

答を得ました（回答率45％）。

市民意識調査

気候変動に伴う渇水や豪雨などによる被害の発生
温室効果ガスによる地球温暖化の進行
安倍川、興津川などの河川・清流の保全

沿岸の海洋ごみ問題
森林の荒廃、耕作放棄地、放任竹林の増加

光化学オキシダントやPM2.5による大気汚染
再生可能エネルギーが占める電力の供給割合

南アルプス地域の豊かな自然環境の保全
大規模開発などによる自然環境への影響

野生動植物の生息・生育場所の縮小や種類、数の減少
生活排水や工場排水による水質汚濁
ヒアリなどの外来生物による被害

シカ、イノシシなどの野生鳥獣による被害
自然とのふれあい機会の減少

特にない
その他

【関心がある環境問題】

70.3
61.5

46.2

45.2
35.1

32.1
26.2
25.6

25.2

17.4
20.9

21.3

23.6
24.2

1.3

2.9

回答率（％）
0 20 40 60 80

すでに導入済み

導入の予定はない
今後（5年以内）導入予定
無回答

時期は未定だが導入を希望

太陽光発電施設

太陽熱利用設備

家庭用燃料電池（エネファーム）

蓄電池

住宅の断熱改修（新築・改築する場合）

住宅のZEH化（新築・改築する場合）

家電製品のトップランナー機器

環境配慮自動車の購入

【地球温暖化対策に関連する機器などの導入状況】

11.7 14.214.2
1.11.1

67.567.5 5.45.4

5.5 12.512.5
0.50.5

76.776.7 4.74.7

2.9 15.815.8
0.80.8

74.574.5 6.06.0

3.6 25.525.52.42.4 61.861.8 6.76.7

14.6 23.123.12.42.4 52.952.9 7.07.0

4.2 19.719.7
1.51.5

66.166.1 8.58.5

4.4 32.232.25.05.0 50.550.5 7.97.9

19.9 31.231.25.95.9 37.737.7 5.35.3

回答率（％）
0 20 40 8060 100
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【ゼロカーボンに向けた動きによる事業活動への影響】

N=90

その他5％ 未回答1％

影響がある

51％影響はない

43％

【脱炭素化の動きがビジネスチャンスとなるか】

その他5％ 未回答1％

N=90
そう思う

42％

そう思わない

52％

　市内企業の環境に対する認識を確認するとともに、今後の支援策の検討に必要な意見を聴取するため、

2021年度に事業者意識調査を実施しました。事業者400社程度を対象にＷｅｂ調査を実施し、90社から

回答を得ました（回答率22.5％）。

事業者意識調査

【自社のエネルギー使用量・CO2排出量の把握】

未回答1％

N=90

把握している

23％

把握していない

76％

【経営方針における環境への配慮】

その他1％

N=90

重視している

42％

あまり
重視していない

12％

どちらかといえば
重視している

45％

※重視していないは0％
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第2章第2章

第１節

第2節

第3節

第4節

第5節

第6節

第7節

第8節

第3次静岡市地球温暖化対策実行計画の概要

2050年に目指す静岡市の姿

基本方針と取組方針

区域施策編
（市域全体の温室効果ガス削減に向けた取組）

事務事業編
（市役所が行う事業の温室効果ガス削減に向けた取組）

適応策編

リーディングプロジェクト

地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項

　市民意識調査や事業者意識調査では、地球温暖化に対し強い関心があることが分かりました。

　一方で、市民にあっては、省エネや再エネ設備の導入状況や、省エネに資する取組を見ると、取組を推進

していくことで、より一層の削減を進められる余地も見出されました。

　また、事業者にあっては、経営方針における環境への配慮を重視していると回答した割合が約9割とな

る一方で、自社のエネルギー使用量・ＣＯ２排出量を把握していると回答した割合が約2割にとどまるなど、

実際に行動に繋がっている事業者は少ないようにも考察されました。

　今後も引き続き、市民や市内企業と連携し、広く「気候危機」に関する危機意識の共有を図ることに加え

市内企業のチャレンジを積極的に後押しするなど、脱炭素ライフスタイル・ビジネスへの転換や行動変容に

繋げていくための施策を実施していく必要があります。

● 市民、事業者の地球温暖化に対する意識が高まっています

　今後の地球温暖化対策は、経済成長の制約やコストとする時代は終わり、国際的にも成長の機会と捉え

る時代となりました。また、地球温暖化対策を進めるうえでは、単に温室効果ガスの排出削減だけにとどま

らず、人口減少や少子高齢化といった地域課題の解決や地域資源の有効利用、資金の域内循環、レジリエ

ンスの向上など、地方創生の取組として実施していく必要があります。さらに、市民、事業者の取組だけな

く、移動手段や街区全体の脱炭素化など、まちづくりそのものに脱炭素を組み込んでいく視点も重要です。

● 経済・社会・環境の三側面の好循環を生み出す地域脱炭素の実現

　本市が実施している地球温暖化対策の取組は、国内でも高く評価されています。2020年度に「静岡市エ

ネルギーの地産地消事業」が新エネ大賞新エネルギー財団会長賞の受賞したことを皮切りに、2022年度

には「静岡市森林アドプト実行委員会」が地球環境大賞で農林水産大臣賞を受賞、また、同年度、「脱炭素先

行地域」の第1回選考で、全国26件のうちの一つとして国から選定されるなど、本市の存在感が高まってお

り、一層の取組を進めることで存在感の高まりを求心力の向上へとつなげていくことを目指していきます。 

● 国内における本市の地球温暖化対策の取組が評価されています

5-5　総括及び今後の方向性

　市民、事業者、行政が一体となった取組を進めてきた結果、温室効果ガス排出量は、区域施策編14.6％

削減、事務事業編17.9％削減と目標を大きく上回ることができました。一方で、ＩＰＣＣが公表した「1.5℃特

別報告書」では、1.5℃の上昇を抑えるためには、世界の二酸化炭素排出量を2030年までに2010年比で

45％削減していくこと、今世紀半ばには実質ゼロにしていく必要があるとされています。

　実質ゼロの実現には、従来の取組の延長では足りず、徹底した省エネルギーに加え、再生可能エネル

ギーの拡大、新たな技術革新、さらには、燃料使用時に二酸化炭素を排出しない水素エネルギーの利活用

などに取り組んでいく必要があります。

● 目標を大きく上回りましたが、取組の加速も求められています

　一部の項目では未達成となる状況が見られるものの、全体としては、目標に向け順調に推移しました。

　今後は、未達成の項目について、さらなる対策を実施していく必要があります。

● 区域施策編における数値目標達成率は81.8％でした
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